
【参考法令・電気供給約款】

消費者契約法（抜粋）

（目的）

第１条 この法律は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差にかんがみ、

事業者の一定の行為により消費者が誤認し、又は困惑した場合について契約の申込み又はその

承諾の意思表示を取り消すことができることとするとともに、事業者の損害賠償の責任を免除

する条項その他の消費者の利益を不当に害することとなる条項の全部又は一部を無効とするほ

か、消費者の被害の発生又は拡大を防止するため適格消費者団体が事業者等に対し差止請求を

することができることとすることにより、消費者の利益の擁護を図り、もって国民生活の安定

向上と国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この法律において「消費者」とは、個人（事業として又は事業のために契約の当事者と

なる場合におけるものを除く。）をいう。

２ この法律（第４３条第２項第２号を除く。）において「事業者」とは、法人その他の団体及

び事業として又は事業のために契約の当事者となる場合における個人をいう。

３ この法律において「消費者契約」とは、消費者と事業者との間で締結される契約をいう。

４ この法律において「適格消費者団体」とは、不特定かつ多数の消費者の利益のためにこの法

律の規定による差止請求権を行使するのに必要な適格性を有する法人である消費者団体（消費

者基本法（昭和４３年法律第７８号）第８条の消費者団体をいう。以下同じ。）として第１３

条の定めるところにより内閣総理大臣の認定を受けた者をいう。

（消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等の無効）

第９条 次の各号に掲げる消費者契約の条項は、当該各号に定める部分について、無効とする。

一 当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、

これらを合算した額が、当該条項において設定された解除の事由、時期等の区分に応じ、当

該消費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害の額を超

えるもの 当該超える部分

二 当該消費者契約に基づき支払うべき金銭の全部又は一部を消費者が支払期日（支払回数が

二以上である場合には、それぞれの支払期日。以下この号において同じ。）までに支払わな

い場合における損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、これらを合算し

た額が、支払期日の翌日からその支払をする日までの期間について、その日数に応じ、当該

支払期日に支払うべき額から当該支払期日に支払うべき額のうち既に支払われた額を控除し

た額に年１４．６パーセントの割合を乗じて計算した額を超えるもの 当該超える部分
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電気事業法（抜粋）

（目的）

第１条 この法律は、電気事業の運営を適正かつ合理的ならしめることによつて、電気の使用者

の利益を保護し、及び電気事業の健全な発達を図るとともに、電気工作物の工事、維持及び運

用を規制することによつて、公共の安全を確保し、及び環境の保全を図ることを目的とする。

（一般電気事業者の供給約款等）

第１９条 一般電気事業者は、一般の需要（特定規模需要を除く。）に応ずる電気の供給に係る料

金その他の供給条件について、経済産業省令で定めるところにより、供給約款を定め、経済産

業大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

２ 経済産業大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、

同項の認可をしなければならない。

一 料金が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものであること。

二 料金が供給の種類により定率又は定額をもつて明確に定められていること。

三 一般電気事業者及び電気の使用者の責任に関する事項並びに電気計器その他の用品及び配

線工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に定められていること。

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

３ 一般電気事業者は、第１項後段の規定にかかわらず、料金を引き下げる場合その他の電気の

使用者の利益を阻害するおそれがないと見込まれる場合として経済産業省令で定める場合には、

経済産業省令で定めるところにより、第１項の認可を受けた供給約款（次項の規定による変更

の届出があつたときは、その変更後のもの。以下この条において同じ。）で設定した料金その

他の供給条件を変更することができる。

４ 一般電気事業者は、前項の規定により料金その他の供給条件を変更したときは、経済産業省

令で定めるところにより、変更後の供給約款を経済産業大臣に届け出なければならない。

５ 経済産業大臣は、前項の規定による届出に係る供給約款が次の各号のいずれかに該当しない

と認めるときは、当該一般電気事業者に対し、相当の期限を定め、その供給約款を変更すべき

ことを命ずることができる。

一 料金が供給の種類により定率又は定額をもつて明確に定められていること。

二 一般電気事業者及び電気の使用者の責任に関する事項並びに電気計器その他の用品及び配

線工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に定められていること。

三 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

６ 一般電気事業者は、その一般電気事業の用に供する設備の効率的な使用その他の効率的な事

業運営に資すると見込まれる場合には、料金及びその料金を適用するために必要となるその他

の供給条件について第１項の認可を受けた供給約款で設定したものと異なる供給条件を設定し

た約款を、電気の使用者が供給約款に代えて選択し得るものとして、定めることができる。

７ 一般電気事業者は、前項の規定により約款を定めたときは、経済産業省令で定めるところに

より、その約款（以下「選択約款」という。）を経済産業大臣に届け出なければならない。こ

れを変更したときも、同様とする。

８ 経済産業大臣は、前項の規定による届出に係る選択約款が次の各号のいずれかに該当しない

と認めるときは、当該一般電気事業者に対し、相当の期限を定め、その選択約款を変更すべき

ことを命ずることができる。

一 当該一般電気事業者の一般電気事業の用に供する設備の効率的な使用その他の効率的な事

業運営に資すること。

二 第１項の認可を受けた供給約款により電気の供給を受ける者の利益を阻害するおそれがな

いこと。
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三 料金が定率又は定額をもつて明確に定められていること。

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。
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電気事業法施行規則（抜粋）

（供給約款）

第２２条 法第１９条第１項 の供給約款は、次の事項について定めるものとする。

一 適用区域又は適用範囲

二 供給の種別

三 供給電圧及び周波数

四 料金、一般電気事業供給約款料金算定規則（平成１１年通商産業省令第１０５号）第２１条第２

項に規定する基準平均燃料価格及び換算係数並びに同条第４項に規定する基準調整単価

五 電気計器その他の用品及び配線工事その他の工事に関する費用の負担の方法（電気の使用

者の負担となるものについては、その金額又は金額の決定の方法）

六 前二号に掲げるもののほか、電気の使用者の負担となるものがあるときは、その事項及び

金額又は金額の決定の方法

七 供給電力及び供給電力量の計測方法並びに料金調定の方法

八 送電上の責任の分界

九 電気の使用方法、器具、機械その他の用品の使用等に関し制限を設けるときは、その事項

十 前各号に掲げるもののほか、電気の供給条件又は一般電気事業者及び電気の使用者の責任

に関する事項があるときは、その事項

十一 有効期間を定めるときは、その期間

十二 実施期日

第２３条 法第１９条第１項の規定による供給約款の設定の認可を受けようとする者は、様式第１６の

供給約款設定認可申請書に供給約款の案及び次の書類を添えて提出しなければならない。

一 一般電気事業供給約款料金算定規則 様式第一から第八までにより作成した書類

二 電気の使用者の負担となるべき金額（料金を除く。）の算出の根拠又は金額の決定の方法

に関する説明書

第２４条 法第１９条第１項の規定により供給約款の変更の認可を受けようとする者は、様式第１７の

供給約款変更認可申請書に次の書類を添えて提出しなければならない。

一 変更を必要とする理由を記載した書類

二 変更しようとする部分を明らかにした現行の供給約款

三 第２２条第４号の事項を変更（消費税及び地方消費税に相当する額（以下「消費税等相当

額」という。）又はその額に係る表示若しくは請求の方法のみの変更（以下「消費税等相当

額のみの変更」という。）を除く。）しようとするときは、一般電気事業供給約款料金算定

規則様式第一から第八までにより作成した書類

四 第２２条第５号又は第６号の事項を変更しようとするときは、電気の使用者の負担となるべ

き金額の算出の根拠又は金額の決定の方法に関する説明書

第２４条の２ 法第１９条第３項の経済産業省令で定める料金を引き下げる場合その他の電気の使用

者の利益を阻害するおそれがないと見込まれる場合は、次の各号のいずれかに該当する同条第

１項の認可を受けた供給約款（同条第４項の規定による変更の届出があったときは、その変更

後のもの。）（以下この条において「供給約款」という。）の変更とする。
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一 供給約款により電気の供給を受け、現に電気を使用している者（以下「電気使用者」とい

う。）の料金及びその支払期日から支払が遅延することにより追加的に発生する当該電気使

用者の負担（以下「料金等」という。）を変更（消費税等相当額のみの変更を除く。）する

場合であって、当該電気使用者の電気の使用量、最大需要電力その他の使用形態並びに当該

電気使用者が料金を支払うべき義務の発生する日からその支払を行う日までの期間並びに一

般電気事業の用に供する石炭、石油及び液化天然ガス（輸入されたものに限る。）の価格が

当該供給約款の変更の前後において同一であると仮定した場合において、いずれかの電気使

用者の支払うべき料金等を合計した額（消費税等相当額を除く。以下この号において同

じ。）が減少し、かつ、その他の電気使用者の支払うべき料金等を合計した額が増加しない

と見込まれる場合

二 電気計器その他の用品及び配線工事その他の工事に関する費用の負担の方法を変更（消費

税等相当額のみの変更を除く。）する場合であって、いずれの電気使用者の負担（消費税等

相当額を除く。）も増加しない場合

三 前二号に掲げるもののほか、電気使用者の負担となる事項を変更（消費税等相当額のみの

変更を除く。）する場合であって、いずれの電気使用者の負担（消費税等相当額を除く。）

も増加しない場合

四 電気使用者の料金等及びその他の負担となる事項を変更する場合であって、消費税等相当

額のみの変更の場合

五 供給電力若しくは供給電力量の計測方法又は料金調定の方法を変更する場合であって、い

ずれの電気使用者の支払うべき料金等の額（消費税等相当額を除く。次号において同じ。）

及びその他の負担（消費税等相当額を除く。次号において同じ。）も増加しない場合

六 送電上の責任の分界を変更する場合であって、いずれの電気使用者の支払うべき料金等の

額及びその他の負担も増加しない場合

七 電気の使用方法、器具、機械その他の用品の使用等を変更する場合であって、いずれの電

気使用者に対しても不利なものとしない場合

八 電気使用者が料金を支払うべき義務の発生する日から一般電気事業者が当該電気使用者に

対する電気の供給を停止できる日までの期間を変更する場合であって、いずれの電気使用者

に対する期間も短縮されない場合

九 電気の供給を停止できる条件又は電気の需給契約を解除できる条件を変更する場合であっ

て、いずれの電気使用者に対する条件も不利なものとしない場合

十 電気使用者が選択し得る事項を追加する場合

十一 前各号に掲げるもののほか、供給約款の構成又は使用する字句等を変更する場合

第２４条の３ 法第１９条第４項の規定による供給約款の変更の届出をしようとする者は、その実施

の日の１０日前までに、様式第１７の２の供給約款変更届出書に次の書類を添えて提出しなけれ

ばならない。

一 変更を必要とする理由を記載した書類

二 変更しようとする部分を明らかにした現行の供給約款

三 第２２条第４号の事項を変更（消費税等相当額のみの変更を除く。）しようとするときは、

一般電気事業供給約款料金算定規則 様式第一及び第三から第八までにより作成した書類

四 第２２条第５号又は第６号の事項を変更しようとするときは、電気の使用者の負担となるべ

き金額の算出の根拠又は金額の決定の方法に関する説明書
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関西電力株式会社「電気供給約款」（抜粋） （平成０９・１１・２５資第１７号 平成１０年１月３０日認可）

（平成２１年３月３日変更届出）

Ⅰ 総則

１ 適 用

⑴ 当社が，一般の需要（特定規模需要および特定電気事業が開始された供給地点における需要

を除きます。）に応じて電気を供給するときの電気料金その他の供給条件は，この電気供給約

款（以下「この供給約款」といいます。）によります。

⑵ この供給約款は，当社の供給区域である次の地域に適用いたします。

滋賀県，京都府，大阪府，奈良県，和歌山県，兵庫県（一部を除きます。），福井県の一部，

岐阜県の一部，三重県の一部

２ 供給約款の届出および変更

⑴ この供給約款は，電気事業法第１９条第４項の規定にもとづき，経済産業大臣に届け出たもの

です。

⑵ 当社は，経済産業大臣の認可を受け，または経済産業大臣に届け出て，この供給約款を変更

することがあります。この場合には，電気料金その他の供給条件は，変更後の電気供給約款に

よります。

Ⅲ 契約種別および料金

１５ 料 金

⑴ 料金は，早収期間内に支払われる場合には各契約種別ごとに次の各項に規定する早収料金と

し，早収期間経過後に支払われる場合には遅収料金といたします。

⑵ 遅収料金は，早収料金にその３パーセントを加えたものといたします。

⑶ 早収期間は，２９（料金の支払義務および支払期限）⑴の支払義務発生日の翌日から起算して

２０日目までの期間をいいます。ただし，当社がお客さまの属する検針区域に応じて定めた毎月

一定の日（以下「検針の基準となる日」といいます。）に先だって実際に検針を行なった場合

または検針を行なったものとされる場合は，検針の基準となる日の翌日から起算して２０日目ま

での期間をいいます。

なお，早収期間の最終日（以下「早収期限日」といいます。）が日曜日または銀行法第１５条

第１項に規定する政令で定める日（以下「休日」といいます。）に該当する場合は，早収期限

日を翌日といたします。また，翌日が日曜日または休日に該当するときは，さらにその翌日と

いたします。

１７ 従量電灯

⑴ 従量電灯Ａ

イ 適用範囲

電灯または小型機器を使用する需要で，次のいずれにも該当するものに適用いたします。

Ａ 使用する最大容量（以下「最大需要容量」といいます。）が６キロボルトアンペア未満

であること。

Ｂ １需要場所において低圧電力とあわせて契約する場合は，最大需要容量と契約電力との

合計（この場合，１キロボルトアンペアを１キロワットとみなします。）が５０キロワッ

ト未満であること。

Ｃ 定額電灯を適用できないこと。

ただし，１需要場所において低圧電力とあわせて契約する場合で，お客さまが希望され，

かつ，お客さまの電気の使用状態，当社の供給設備の状況等から当社が技術上または経済上
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低圧での電気の供給が適当と認めたときは，ＡおよびＣに該当し，かつ，Ｂの最大需要容量と

契約電力との合計が５０キロワット以上であるものについても適用することがあります。この

場合，当社は，お客さまの土地または建物に変圧器等の供給設備を施設す

ることがあります。

ロ 供給電気方式，供給電圧および周波数

供給電気方式および供給電圧は，交流単相２線式標準電圧１００ボルトまたは交流単相３線

式標準電圧１００ボルトおよび２００ボルトとし，周波数は，標準周波数６０ヘルツといたします。

ただし，供給電気方式および供給電圧については，技術上やむをえない場合には，交流単

相２線式標準電圧２００ボルトまたは交流３相３線式標準電圧２００ボルトとすることがあります。

ハ 最大需要容量

最大需要容量が６キロボルトアンペア未満であることの決定は，負荷の実情に応じてお客

さまと当社との協議によって行ないます。

ニ 早収料金

早収料金は，その１月の使用電力量によって算定いたします。

ただし，別表１（燃料費調整）⑴イによって算定された平均燃料価格が３１，５００円を下回る

場合は，別表１（燃料費調整）⑴ニによって算定された燃料費調整額を差し引いたものとし，

別表１（燃料費調整）⑴イによって算定された平均燃料価格が３１，５００円を上回る場合は，別

表１（燃料費調整）⑴ニによって算定された燃料費調整額を加えたものといたします。

最 １契約につき最初の１５キロワット時まで ３２０円２５銭
低
料
金

電 １５キロワット時をこえ１２０キロワット時までの１キロワット時につき １９円０５銭
力
量 １２０キロワット時をこえ３００キロワット時までの１キロワット時につき ２４円２１銭
料
金 ３００キロワット時をこえる１キロワット時につき ２５円５５銭

Ⅳ 料金の算定および支払い

２３ 料金の適用開始の時期

料金は，需給開始の日から適用いたします。ただし，あらかじめ需給契約書を作成されたお客

さまについては，供給準備着手前に需給開始延期の申入れがあった場合およびお客さまの責めと

ならない理由によって需給が開始されない場合を除き，原則として需給契約書に記載された需給

開始日から適用いたします。

２４ 検針日

検針日は，次により，実際に検針を行なった日または検針を行なったものとされる日といたし

ます。

⑴ 検針は，お客さまごとに当社があらかじめお知らせした日（検針の基準となる日および休日

等を考慮して定めます。）に，各月ごとに行ないます。ただし，非常変災の場合等やむをえな

い事情のあるときは，当社があらかじめお知らせした日以外の日に検針することがあります。

⑵ お客さまが不在等のため検針できなかった場合は，検針に伺った日に検針を行なったものと

いたします。

⑶ 当社は，次の場合には，⑴にかかわらず，各月ごとに検針を行なわないことがあります。

イ 需給開始の日からその直後のお客さまの属する検針区域の検針日までの

期間が短い場合

－６－



ロ その他特別の事情がある場合で，あらかじめお客さまの承諾をえたとき。

⑷ ⑶イの場合で，検針を行なわなかったときは，需給開始の直後のお客さまの属する検針区域

の検針日に検針を行なったものといたします。

⑸ ⑶ロの場合で，検針を行なわなかったときは，検針を行なわない月については，当社があら

かじめお知らせした日に検針を行なったものといたします。

２５ 料金の算定期間

⑴ 料金の算定期間は，前月の検針日から当月の検針日の前日までの期間（以下「検針期間」と

いいます。）といたします。ただし，電気の供給を開始し，または需給契約が消滅した場合の

料金の算定期間は，開始日から直後の検針日の前日までの期間または直前の検針日から消滅日

の前日までの期間といたします。

⑵ 定額制供給の場合または２６（使用電力量の計量）⑺の場合の料金の算定期間は，⑴に準ずる

ものといたします。この場合，⑴にいう検針日は，そのお客さまの属する検針区域の検針日と

いたします。ただし，臨時電灯および臨時電力の料金の算定期間は，契約使用開始日から翌月

の応当日（契約使用開始日に対応する日をいいます。）の前日までの期間，または各月の応当

日から翌月の応当日の前日までの期間とすることがあります。

２９ 料金の支払義務および支払期限

⑴ お客さまの料金の支払義務は，次の日に発生いたします。

イ 従量制供給の場合は，検針日といたします。ただし，２４（検針日）⑷の場合の料金または

２６（使用電力量の計量）⑴イもしくはニにより精算する場合の精算額については次回の検針

日とし，また，２６（使用電力量の計量）⑹の場合は，料金の算定期間の使用電力量が協議に

よって定められた日といたします。

なお，２６（使用電力量の計量）⑺の場合は，そのお客さまの属する検針区域の検針日また

は契約使用開始日およびその各月の応当日といたします。

ロ 定額制供給の場合は，そのお客さまの属する検針区域の検針日といたします。ただし，臨

時電灯および臨時電力の場合は，契約使用開始日およびその各月の応当日とすることがあり

ます。

ハ ３０（料金その他の支払方法）⑺の場合は，当該支払期に属する最終月のイまたはロによる

日といたします。

ニ 需給契約が消滅した場合は，消滅日といたします。ただし，従量制供給の場合で，特別の

事情があって需給契約の消滅日以降に計量値の確認を行なった場合は，その日といたします。

ホ 農事用電力のお客さまの１年の基本料金の合計が最低保証料金を下回る場合に申し受ける

料金は，その金額が明らかになった日の直後のそのお客さまの属する検針区域の検針日（明

らかになった日が検針日の場合は，その検針日といたします。）といたします。

⑵ お客さまの料金は，支払義務発生日の翌日から起算して５０日以内（以下「支払期限」といい

ます。）に支払っていただきます。

なお，支払期限の最終日（以下「支払期限日」といいます。）が日曜日または休日に該当す

る場合は，支払期限日を翌日といたします。また，翌日が日曜日または休日に該当するときは，

さらにその翌日といたします。

⑶ ３０（料金その他の支払方法）⑷の場合で，翌月以降の料金に加算される金額の支払期限日は，

需給契約が消滅したときを除き，⑵にかかわらず，その差額を加算する月の料金の支払期限

日といたします。

⑷ 公衆街路灯等複数の需要場所で需給契約を結ばれているお客さまで，それぞれの需給契約に

より発生する料金を継続的に一括して支払うことを希望される場合は，当社との協議によって
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一括して支払うことができます。この場合のそれぞれの料金の支払期限日は，⑵にかかわらず，

それぞれの料金のうちその月で最後に支払義務が発生する料金の支払期限日といたします。

なお，この場合のそれぞれの料金の早収期限日は，１５（料金）⑶にかかわらず，それぞれの

料金のうちその月で最後に支払義務が発生する料金の早収期限日といたします。

３０ 料金その他の支払方法

⑴ 料金については毎月，工事費負担金その他についてはそのつど，料金その他の収納業務を行

なう当社の事務所においてまたは当社が指定した金融機関等を通じて支払っていただきます。

なお，料金の支払いを当社が指定した金融機関等を通じて行なわれる場合は，次によります。

イ お客さまが指定する口座から当社の口座へ毎月継続して料金を振り替える方法を希望され

る場合は，当社が指定した様式によりあらかじめ当社に申し出ていただきます。

ロ お客さまが料金を当社が指定した金融機関等を通じて払い込みにより支払われる場合には，

当社が指定した様式によっていただきます。

ハ お客さまが当社の指定するクレジット会社との契約にもとづき，そのクレジット会社に毎

月継続して料金を立替えさせる方法により当社が指定した金融機関等を通じて払い込みによ

り支払われる場合は，当社が指定した様式によりあらかじめ当社に申し出ていただきます。

⑵ お客さまが料金を⑴イ，ロまたはハにより支払われる場合は，次のときに当社に対する支払

いがなされたものといたします。

イ ⑴イにより支払われる場合は，料金がお客さまの指定する口座から引き落とされたとき。

ロ ⑴ロにより支払われる場合は，料金がその金融機関等に払い込まれたとき。

ハ ⑴ハにより支払われる場合は，料金がそのクレジット会社により当社が指定した金融機関

等に払い込まれたとき。

⑶ 当社は，⑴にかかわらず，当社が指定した債権管理回収業に関する特別措置法にもとづく債

権回収会社（以下「債権回収会社」といいます。）が指定した金融機関等を通じて，債権回収

会社が指定した様式により，料金を払い込みにより支払っていただくことがあります。この場

合，⑵にかかわらず，債権回収会社が指定した金融機関等に払い込まれたときに当社に対する

支払いがなされたものといたします。

⑷ お客さまが料金を早収期間経過後に支払われる場合は，当社は，遅収料金と早収料金との差

額については，原則として翌月の料金に加算して申し受けます。

⑸ 料金は，支払義務の発生した順序で支払っていただきます。

⑹ ２４（検針日）⑷の場合，需給開始の日から直後の検針日の前日までを算定期間とする料金は，

需給開始の直後の検針日から次回の検針日の前日までを算定期間とする料金とあわせて支払っ

ていただきます。

⑺ 料金については，当社は，当社に特別の事情がある場合で，あらかじめお客さまの承諾をえ

たときには，⑴にかかわらず，当社の指定する支払期ごとに支払っていただくことがあります。

⑻ 料金については，当社は，お客さまが希望される場合には，あらかじめ前受金をお預かりす

ることがあります。

なお，当社は，前受金について利息を付しません。

⑼ 臨時電灯，臨時電力および農事用電力については，当社は，従量制供給の場合は予納金を，

定額制供給の場合は前払金を申し受けることがあります。この場合には，これらは使用に先だ

って支払っていただきます。

なお，予納金および前払金は，原則として予想月額料金の３月分に相当する金額をこえない

ものとし，使用開始後の料金に順次充当いたします。この場合，充当後の残額はお返しいたし

ます。

また，当社は，予納金および前払金について利息を付しません。
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